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平成２５年（厚）第１１３１号

平成２６年５月３０日裁決

主文

後記「理由」欄第２の２記載の原処分を取

り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、厚生年金保険法（以

下「厚年法」という。）による障害厚生年

金の支給を停止した処分の取り消しを求め

るということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、重症筋無力症（以下「当該

傷病」という。）による障害の状態が、

厚年法施行令（以下「厚年令」という。）

別表第１に定める程度に該当するとし

て、平成○年○月を受給権発生年月とす

る、障害等級３級の障害厚生年金（３級

１４号と認定）の支給を受けていた。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、平成○年障害状態確

認届（以下「確認届」という。）に添付

された診断書を診査した結果、請求人の

当該傷病による障害の状態は、厚年令別

表第１に定める程度の該当しなくなった

として、同年○月から障害厚生年金の支

給を停止する処分（以下「原処分」とい

う。）をした。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　障害厚生年金は、受給権者が厚年令別

表に定める程度に該当しなくなったとき

は、その障害の状態に該当しない間、そ

の支給を停止されることになっている。

２　本件の問題点は、確認届提出時におけ

る請求人の当該傷病による障害の状態

（以下「本件障害の状態」という。）が、

厚年令別表第１に定める３級の程度に該

当しないと認められるかどうかである。

第４　審査資料

「（略）」

第５　当審査会の判断

１　前記審査資料によると、以下の記載が

あることが認められる。

「略」

２　前記のとおり認定された事実に基づ

き、本件の問題点を検討し、判断する。

(1)　請求人の当該傷病により、３級の

障害厚生年金が支給される障害の程度

としては、「身体の機能に、労働が著

しい制限を受けるか、又は労働に著し

い制限を加えることを必要とする程度

の障害を残すもの」（１２号）、「傷病

が治らないで、身体の機能又は精神若

しくは神経系統に、労働が制限を受け

るか、又は労働に制限を加えることを

必要とする程度の障害を有するもので

あつて、厚生労働大臣が定めるもの」

（１４号）が厚年令別表第１に掲げら

れている。

そして、このうちの１４号に当たる

障害は、厚年令別表第２に該当する程

度の障害について、原因となった傷病

が治っていないことを条件として３級

として取り扱うものであるところ、同

別表第２には、「身体の機能に、労働

が制限を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の障害を

残すもの」（２１号）が掲げられている。

また、厚年法上の障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、

社会保険庁により発出され、同庁廃止

後は厚生労働省の発出したものとみな

されて、引き続き効力を有するものと

されている「国民年金・厚生年金保険

障害認定基準」（以下「認定基準」と

いう。）が定められているが、障害の

認定と給付の公平を期するための尺度

として、当審査会もこれに依拠するの

が相当であると考えるものである。

この認定基準の「第１　一般的事

項」及び「第２　障害認定に当たって

の基本的事項」において、３級の状態

の基本は、「労働が著しい制限を受け
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るか又は労働に著しい制限を加えるこ

とを必要とする程度のものとする。ま

た、「傷病が治らないもの」にあっては、

労働が制限を受けるか又は労働に制限

を加えることを必要とする程度のもの

とする。（「傷病が治らないもの」につ

いては、第３の第１章に定める障害手

当金に該当する程度の障害の状態があ

る場合であっても３級に該当する。）」

とされている。さらに、「傷病が治ら

ないものであって、３級の第１４号と

認定したものについては、経過観察を

行い、症状が固定したものは、３級の

第１４号には該当しないものとする。」

とされ、「傷病が治った場合」とは、

器質的欠損若しくは変形又は機能障害

を残している場合は、医学的に傷病が

治ったとき、又は、その症状が安定し、

長期にわたってその疾病の固定性が認

められ、医療効果が期待し得ない状態

に至った場合をいうとされている。

当該傷病による障害が肢体の障害

と認められることから、認定基準の第

３第１章「第７節（以下「本節」という。）

／肢体の障害」の認定要領によるべき

ものと考えられる。

(2)　認定基準の第３第１章「第７節／

肢体の障害」から「第４　肢体の機能

の障害」、「第１　上肢の障害」、「第２　

下肢の障害」の必要な部分を摘記する

と、次のとおりである。

ア　肢体の機能の障害の認定要領　

( ｱ )　肢体の障害が上肢及び下肢な

どの広範囲にわたる障害（脳血管

障害、脊髄損傷等の脊髄の器質障

害、進行性筋ジストロフィー等）

の場合には、本節「第１　上肢の

障害」、「第２　下肢の障害」及び

「第３　体幹・脊柱の機能の障害」

に示したそれぞれの認定基準と認

定要領によらず、「第４　肢体の

機能の障害」として認定する。

( ｲ )　肢体の機能の障害の程度は、

関節可動域、筋力、巧緻性、速

さ、耐久性を考慮し、日常生活に

おける動作の状態から身体機能を

総合的に認定する。なお、他動可

動域による評価が適切ではないも

の（例えば、末梢神経損傷を原因

として関節を可動させる筋が弛緩

性の麻痺となっているもの）につ

いては、筋力、巧緻性、速さ、耐

久性を考慮し、日常生活における

動作の状態から身体機能を総合的

に認定する。３級に相当すると認

められるものを一部例示すると、

次のとおりである。

３級

一上肢及び一下肢に機能障害

を残すもの

（注）肢体の機能の障害が両

上肢、一上肢、両下肢、一

下肢、体幹及び脊柱の範囲

内に限られている場合に

は、それぞれの認定基準と

認定要領によって認定する

こと。なお、肢体の機能の

障害が上肢及び下肢の広範

囲にわたる場合であって、

上肢と下肢の障害の状態が

相違する場合には、障害の

重い肢で障害の程度を判断

し、認定すること。

( ｳ )　身体機能の障害の程度と日常

生活における動作の障害との関係

を参考として示すと次のとおりで

ある。

ａ　「用を全く廃したもの」とは、

日常生活における動作のすべて

が「一人で全くできない場合」

又はこれに近い状態をいう。

ｂ　「機能に相当程度の障害を残

すもの」とは、日常生活におけ

る動作の多くが「一人で全くで

きない場合」又は日常生活にお

ける動作のほとんどが「一人で

できるが非常に不自由な場合」

をいう。

ｃ　「機能障害を残すもの」とは、

日常生活における動作の一部が
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「一人で全くできない場合」又

はほとんどが「一人でできても

やや不自由な場合」をいう。

イ　上肢の障害の認定要領

上肢の障害は、機能障害、欠損障

害及び変形障害に区分する。

( ｱ )　機能障害

ａ　「身体の機能に、労働が著し

い制限を受けるか、又は労働に

著しい制限を加えることを必要

とする程度の障害を残すもの」

とは、一上肢の機能に相当程度

の障害を残すもの（例えば、一

上肢の３大関節中１関節が不良

肢位で強直しているもの）又は

両上肢に機能障害を残すもの

（例えば、両上肢の３大関節中

それぞれ１関節の筋力が半減し

ているもの）をいう。なお、両

上肢に障害がある場合の認定に

当たっては、一上肢のみに障害

がある場合に比して日常生活に

おける動作に制限が加わること

から、その動作を考慮して総合

的に認定する。

ｂ　「身体の機能に、労働が制限

を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の

障害を残すもの」とは、一上肢

に機能障害を残すもの（例えば、

一上肢の３大関節中１関節の筋

力が半減しているもの）をいう。

( ｲ )　関節可動域の測定方法、関節

の運動及び関節可動域等の評価測

定方法については、別紙（省略）「肢

体の障害関係の測定方法」による。

ａ　関節の運動に関する評価につ

いては、各関節の主要な運動を

重視し、他の運動については参

考とする。

なお、各関節の主要な運動は

次のとおりである。

部　位 主要な運動

肩関節 屈曲・外転

肘関節 屈曲・伸展

手関節 背屈・掌屈

前　腕 回内・回外

手　指 屈曲・伸展

ｂ　関節可動域の評価は、原則と

して、健側の関節可動域と比較

して患側の障害の程度を評価す

る。

ただし、両側に障害を有する

場合にあっては、別紙（省略）「肢

体の障害関係の測定方法」によ

る参考可動域を参考とする。

ｃ　各関節の評価に当たっては、

単に関節可動域のみでなく、次

の諸点を考慮した上で評価す

る。

・筋力　・巧緻性　・速さ　・

耐久性

なお、他動可動域による評価

が適切でないもの（例えば、末

梢神経損傷を原因として関節を

可動させる筋が弛緩性の麻痺と

なっているもの）については、

上記諸点を考慮し、日常生活に

おける動作の状態から上肢の障

害を総合的に認定する。

ウ　下肢の障害の認定要領

下肢の障害は、機能障害、欠損障

害、変形障害及び短縮障害に区分す

る。

( ｱ )　機能障害

ａ　「身体の機能に、労働が著し

い制限を受けるか、又は労働に

著しい制限を加えることを必要

とする程度の障害を残すもの」

とは、一下肢の機能に相当程度

の障害を残すもの（例えば、一

下肢の３大関節中１関節が不良

肢位で強直しているもの）又は

両下肢に機能障害を残すもの

（例えば、両下肢の３大関節中

それぞれ１関節の筋力が半減し

ているもの）をいう。

なお、両下肢に障害がある場

合の認定に当たっては、一下肢

のみに障害がある場合に比して
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日常生活における動作に制約が

加わることから、その動作を考

慮して総合的に認定する。

ｂ　「身体の機能に、労働が制限

を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の

障害を残すもの」とは、一下肢

に機能障害を残すもの（例えば、

一下肢の３大関節中１関節の筋

力が半減しているもの）をいう。

( ｲ )　関節可動域の測定方法、関節

の運動及び関節可動域等の評価測

定方法については、別紙（省略）「肢

体の障害関係の測定方法」による。

ａ　関節の運動に関する評価につ

いては、各関節の主要な運動を

重視し、他の運動については参

考とする。

なお、各関節の主要な運動は次の

とおりである。

部　位 主要な運動

股関節 屈曲・伸展

膝関節 屈曲・伸展

足関節 背屈・底屈

足　指 屈曲・伸展

ｂ　関節可動域の評価は、原則と

して、健側の関節可動域と比較

して患側の障害の程度を評価す

る。

ただし、両側に障害を有する

場合には、別紙（省略）「肢体

の障害関係の測定方法」による

参考可動域を参考とする。

ｃ　各関節の評価に当たっては、

単に関節可動域のみでなく、次

の諸点を考慮した上で評価す

る。

・筋力　・巧緻性　・速さ　・

耐久性

なお、他動可動域による評価

が適切ではないもの（例えば、

末梢神経損傷を原因として関節

を可動させる筋が弛緩性の麻痺

となっているもの）については、

上記諸点を考慮し、日常生活に

おける動作の状態から下肢の障

害を総合的に認定する。

（3） 上記認定基準に基づいて、本件障害

の状態を判断すると、以下のとおりで

ある。

審査資料によると、請求人は、平

成○年○月に発症し、同年○月に胸腺

摘除術を受け、以後抗コリンエステ

ラーゼ薬の内服を継続してきたが、平

成○年○月より眼瞼下垂、複視の増悪

があり、ステロイド内服を開始、同年

○月より免疫抑制剤の内服を開始し、

確認届提出時においては、症状のコン

トロールは良好となり、今後ステロイ

ドを漸減予定であるとされている。握

力は右が３５．９㎏、左が２９．３㎏、

手指関節の他動可動域には制限はな

く、関節可動域及び筋力をみると、両

側の上肢及び下肢の３大関節の他動可

動域は、両肩関節、左肘関節、右手関

節、両股関節及び左足関節の他動可動

域がいずれも参考可動域の５分の４以

下に制限され、他の関節には他動可動

域の制限はなく、筋力は両肩関節の屈

曲は「半減」、外転は「やや減」、右肘

関節の屈曲、伸展は「やや減」、左肘

関節の屈曲は「半減」、伸展は「やや

減」、手関節は左の背屈、掌屈は「半

減」、右はいずれも「やや減」、両側の

股関節、膝関節は屈曲、伸展ともに「半

減」、足関節は背屈、底屈ともに「半減」

とされている。日常生活における動作

の障害の程度をみると、上肢の機能を

評価する項目では、タオルを絞る（水

をきれる程度）（両手）、さじで食事を

する（左）が「一人でできてもやや不

自由」、下肢の機能をみる項目の階段

を上ると階段を下りるが「手すりがあ

ればできるがやや不自由」とされてい

る以外は、すべての項目で「一人でう

まくできる」と評価され、平衡機能で

は、閉眼での起立・立位保持の状態は

「可能である。」、開眼での１０ｍ歩行

の状態も「まっすぐ歩き通す。」、補助

用具は使用していない、自覚症状・他
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覚所見及び検査所見では、「眼瞼下垂、

複視、四肢脱力（日内変動あり）」、そ

の他の精神・身体の症状の状態は、「疾

患の特性上、短時間の筋力は正常だが、

運動の持続は困難である。」、現症時の

日常生活活動能力及び労働能力は、「日

常生活は自立している。長時間の労働

は休息を必要とする。」、予後は「悪化

の可能性はある。」、備考として、「こ

の１年間で症状悪化しており、ステロ

イド、免疫抑制剤の内服を追加してい

る。」とされている。

そして、当該傷病は、難病に指定

されている「重症筋無力症」であるこ

とから、その障害の状態については、

日常生活における動作の障害の程度に

よるだけでなく、関節可動域及び筋力

をも考慮して、請求人の障害の程度を

検討する必要があると考えられるとこ

ろ、両側の肩関節、股関節、右手関節、

左肘関節、左足関節に前述のような他

動可動域の制限があり、筋力に関し

ては両上肢は「やや減」から「半減」、

両下肢はすべて「半減」とされている

ことが認められる。

当該傷病（重症筋無力症）は、神経

筋接合部のシナップスに存在するアセ

チルコリン受容体に抗アセチルコリン

受容体が結合し、アセチルコリンによ

る神経・筋伝達を阻害するために筋肉

の易疲労性や脱力が起こり、眼症状と

しては眼瞼下垂、複視、四肢の筋力低

下、嚥下障害や構音障害、重症例では

呼吸筋麻痺に陥ることもある疾患で、

筋力低下は夕方ほど著明になり、睡眠

による日内変動、日によって症状の重

さが異なる日差変動、筋肉を使うほど

脱力症状が重くなる易過労性なども特

徴であるとされている。

上記の筋力低下が、現症日の何時頃

に測定されたものであるかは記載がな

いので不明であるが、日内変動がある

疾患であるので、朝は「正常」であっ

ても、疲労がたまってくる夕方であれ

ば、当然、重い結果になることもあり、

場合によって「著減」になる可能性も

あることを考慮すると、少なくとも両

下肢の筋力が全て「半減」とされてい

ることは重く受け取らなければならな

い。そうすると、このような状態は、

前述した下肢の障害の認定要領の「両

下肢の３大関節中それぞれ１関節の筋

力が半減しているもの」以上に相当す

ると考えても良いと思われる。

さらに当該傷病は、その治療の経

過中に、肉体的ストレスや、感染、薬

剤等により、症状が急速に悪化するク

リーゼという現象が起こることがある

ため、治療に当たっては常にクリーゼ

のあることを考えておく必要があり、

早期の適切な治療により軽快すること

はあるが、寛解することは少ないとさ

れている疾患である。請求人の場合も、

治療中の平成○年○月から眼瞼下垂や

複視が増悪し、ステロイドの内服、同

年○月からは免疫抑制剤の内服も開始

され、同年○月頃は症状が安定し、ス

テロイドの漸減が考えられた時期であ

り、まさに治療中であり、未だ維持療

法の段階に至っているとは思えない。

すなわち、症状は固定しておらず、傷

病が治っていない状態であることが認

められるのである。

以上により、本件障害の状態は、３

級の例示である「両下肢に機能障害を

残すもの（例えば、両下肢の３大関節

中それぞれ１関節の筋力が半減したも

の）」に相当し、「身体の機能に、労働

が著しい制限を受けるか、又は労働に

著しい制限を加えることを必要とする

程度の障害を残すもの」に該当すると

考えられ、また、「身体の機能に、労

働が制限を受けるか、又は労働に制限

を加えることを必要とする程度の障害

を残すもの」に相当し、症状が固定し

ているとはいえないことから、少なく

とも、「傷病が治らないで、身体の機

能又は精神若しくは神経系統に、労働

が制限を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の障害を
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有するものであって、厚生労働大臣が

定めるもの」（１４号）に該当してい

ると認められる。

よって、厚年令別表第１に定める程

度に該当していないとした原処分は相

当でないので、これを取り消すことし、

主文のとおり、裁決する。
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